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I はじめに

HIV感染と刑事責任をめぐっては， HIVに感染した非加熱製剤の投与に

よる血友病患者への HIV感染が開題となった薬害事件がわが留をはじめ世

界各閣で問題となった。プランスでは，いわゆるくSangcontamine)事件。

以緯， HIV感染をめぐる刑法上の問題として，毒殺罪の連用の珂否に関す

る議論が中心として提起された。毒殺努(刑法 22日条)は，死を惹起する性

質をもっ物質を:，r吏尽または投与して他人の生命に危害を加える行為を処寵し
ているが，パリ大審裁判所 1992年 10月23日判決2)，パリ控訴審回目年 7
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丹13日判決3)，破接続 1994年 6月22日判決心のいずれの段階でも，毒殺罪

の適用は杏定された。最終的に， li皮鼓院 2003年 6月 18日判決で示された見

解とは5)，毒殺罪が成立するためには，行為者が毒説罪と人の生命への故意

によるその他の授害の罪(例えば殺人罪)との共通の主観的要素である殺意を

もって行動しなければならないが，故意に投与された物質が必然的に死を惹

起しうる危険性をもつものであることを事実上認識していることが証明され

れば毒殺罪の故意は存在するというものであった。すなわち，毒殺努は殺人

罪の加重類型であり，毒殺採が成立するためには，毒殺の故意(殺慈)が必

要であるが，本件では毒殺の故意を認定することができないため，毒殺罪は

適用されないというものであった。下級審でl立，毒殺罪の故意とは，死を惹

起させうる物貿であることを認識しつつ投与することによって人を殺害する

意思であると定義され，破空交読も基本的にはこの定義を認めていると思われ

る。本件では，いずれの被告人も HIVに感染していた非加熱製剤であるこ

とを認識しつつ血友病患者に HIVに感染した非加熱製剤を投与はしたが，

それによって血友病患者を殺害する意思はなかったと認定されたのであっ

た。フランスの裁判所・が，毒殺罪の成立を否定したのは， HIVに感染した

非加熱製剤が死守惹起しうるものであるという認識をもっていたという証拠

を認定することができなかったことが大きく影響しているものと考えること

もできょうω。

しかし，裁判所が示した，毒殺非合否定する理論播成が厳しい批判にさら

されたことも事実である。そもそも毒殺罪が殺人罪の加重類型で、あるという

前提自体に問題があったからである。わが国では毒殺罪という器有の犯罪類

型は存在しておらず，毒殺にも通常の殺人罪の規定(刑法 199条)が適用され

ることになるので，殺意がなければ当然殺人擦は成立しないことになる。殺

意とは，一般的には「行為の客体が生命のある人であることを認識し，かつ，

自己の行為によって，その人の死という結果ぞ生じさせることを?意関し，あ

るいは死の結果が生じることを予見し認容することであるJと定義されてい

る九殺意は確定的なものである必要はなし死の結果発生を予見しそれを
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認容していれば未必的な故意が認定されている。ベルギー刑法の毒殺罪規

定8)のように，毒殺罪が毒物を用いた殺人罪で、あると定義されているのであ

れば，毒殺罪の故意には毒物ぞ利F脅して人を殺害する意思が求められること

は当然の帰結であろう。少なくとも，入念死に致すような毒物であることを

認識しつつそれぞ利用すれば人が死ぬことを予見し認容しているということ

は明白であり，故意を認定することができるはずである。 HIVに汚染され

た非加熱製剤であることを認識しつつそれを血友病患者に投与すれば蹴友病

患者に死の結果が発生することは予見できたであろうが，認容したとまでは

いえないというのが実情であろう。

ところが，プランスの毒殺努規定は，ベルギーの毒殺界規定とは異なり，

死を惹起する危険性のある物費を投与することによって人の生命に危害を加

える行為を処罰の対象としており， したがって，故意が犯罪事実の認識であ

るとすれば，毒殺罪の故意とは，死を惹起する危険性のある物質を投与する

ことにより人の生命に危害を加える意思と定義されるはずである9)。破接続

は毒殺罪の故意合 f人を殺害する意思」であると定義したが，厳密には毒殺

罪の故意とは f入の生命に危害を加える意思j と定義されなければならない

のではないカ，10)。そもそも，プランスの毒殺葬は侵害犯でもなく結果犯で

もない。毒殺界(刑法221叩5条)は，毒物の投与によって人が死ねことは構成

要件の内容とはしていない。死を惹起する可能性のある毒物を投与する行為

自体を処罰しているのであって，毒物が投与されれば犯罪は完成し既遂に達

するのである。毒殺罪は投与された毒物等によって被害者が死亡することを

その成立要件とはしていないむまた，別法改正作業の中で，毒殺罪規定は削

除される予定であったにもかかわらず，血友病患者に対する HIV感染事件

が社会的に大きな開題として取り上げられるようになったことから，最終的

には毒殺罪規定は現行刑法典にも残される結果となった。その捺にも，危害

担 (attentat)であるという形式は維持されることになったが，ただ，条文の

として毒殺罪は殺人罪と並び「生命に対する故意の使書j という節に位

龍づけられることになった。しかし，この点については，毒殺罪の性質の環

51 



解が必ずしも正確になされていない，すなわち，毒殺鍔は死の結果発生を構

成要件要素とはしておらず，毒殺行為臨体を処罰の対象としている形式犯で

あるから，毒殺罪と殺人罪とはその構造を異にするという批判が加えられて

いる 11)。毒殺罪は毒物を用いた殺人未遂を既遂として競定している犯罪類

型であり，苑の危険をもたらす物賞が投与・使用されれば，その効果の如何

にかかわらず，毒殺罪は既遂に達することになる。したがって，毒殺罪は殺

人罪の加重類型ではなく，独立の犯罪類型であると理解しなければならず，

殺人の故意と毒殺の故意とは厳密に度別しなければならないにもかかわら

ず，解釈論の観点からは，破鼓院はこの点について明らかな誤解をしている

という批判を受けでもある意味ではやむを得ないように思われる。毒殺罪の

適用については，客観的成立要件は充足しでも，主観的成立要件である故意

の認定の場霞で，裁判所はこれを認めなかったということができるのであ

る。

非加熱製剤による HIV感染は故意に基づく犯罪行為であると評価するこ

とが国難な事案であり，判例実務においては毒殺罪の適用は認められなかっ

たが，意毘約に HIVを感染させる行為，具体的には，予防揖置を?とらない

性的後触により故意に HIVJj:感染させた行為者に対しての期事責任をどの

ように評価するのかという問題がその後提起されることになった。この陪題

については既に刑法改正作業の中でも検討されており， 1991年に元老院で

は，故意による HIV感染を人の身体の完全性に対する故意による授害の罪

の一類型として規定しようとしたが，この規定は関誌議会によって割除され

た12)。ところが，その後， HIVの性的感染事例が現実の開題として公判で

争われることになった。行為者が，自らが HIV感染者であることそ隠し

て，予防措置をとらずに性的関係をもつことによって， HIVに感染してい

ることを知らない 2人の女性に，行為者が HIVを感染させた行為につい

て，ストラスプーノレ大審裁判所2004年6丹28自の判決では，人の身体の完

全性公害する物質の投与罪(刑法222-15条)が適用され，その結論がコノレマー

ノレ控訴院 2005年 1丹4B判決によって支持され13L 破段蹟 2006年 1月10
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自判決においてもこの結論が常定された14)。

また， 2011年10月28日，パリ蓑鍔践は， HIVに感染していることをケ4年

前から知っていた被告人が，予訪揚置を?とらない性交渉により，パートナー

にHIVを故意に感染させた行為について，加重事由を伴う人の健康に有害

な物質の投与による身体の完全性の侵害の罪を適用し 9年の慾役刑を言い渡

した15)。この事案では，被告人を長年治療してきた医師が，被告人が予防

措置をとらない性交渉をしていることを知りながら，また，被害者が被告人

によってHIVを感染させられていたことそ知りながら，何らの搭置もとら

なかったことから，医師の行動についても問題が捷起されることとなった。

そこで，本稿では， HIVの故意による感染と刑事責任をめぐって，最近

のフランスの議論を参考{こ，検討を加えたいと考える。

j主
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と刑事変任一一 (Sangcontamine)事件判決会中心iこ一…j清和法学研究2巻 1努

(1995) 231 ffif参照。

2) TGI de Paris， 23 octobre 19犯は判例集米鷲裁であるが，その詳細は， L. Greilsa-

mer， Le proces du 5日ngcOlltillnine (doCl/ments)， Le Illonde edition， 1ヲ92;j.-P. Delmas 

Saint-Hilaire， La mort: la grande absente de la decision rendue dans l'affaire du 

sang contamine par le Tribunal correctionnel de Paris， Gaz. Pal.， 7-9 mars 1992， 

p.1; j.-P. Docet， note， Gaz. Pal.， 14…16 mars 19ヲ3，p. 26; A. Prothais， Sida sur or-

donnance: qualifier I'inqualifiable， D.， 1993， p.222 なお，著事件の緩過と一連の判決

については，未遂・前掲「フランスにおけるエイズタイルスの感染と刑事変任

(Sang contamine)率件判決を恥心lこ一-J 232 ffif以下，未遂渓之 fフランスにおけ

る性約行為によるエイズワイノレス感染と刑事資{日清和法学研究6巻 1~ま(1999)

173 ]言以下をと参照。

3) CA de Paris， 13 juillet 1993， J.-P. Delmas Saint-Hilaire， L'homicide assassine. A 

propos de I'arret de la cour d'appel de Paris rendue le 13 juillet 1993 dans I'affire 

dite de sang contamine， Gaz. Pal.， 23-25 janvier 1994; J.-P. Doucet， Gaz. Pal.， 14-

16 mars 1993， p. 27; A. Prothais， Le sang et証it-il empoisonne intentionnellement?， 

D叶 iヲ94，p.1l8; J.-H. Robert， obs. Dr. pの1al，1994， nO 1. 

4) C註ss.crim.， 22 juin 1994， B.c.， 1994， nO 248.本件についての評釈として，レP.

53 



Delmas Saiれn吋tト句Hi日laiむr乙 L仁'afl仔faおlr代edu sang contねaml日n己la t汀n中pleambi氾guωlItぽede l'、ar口r毛釘td官la a l 

Ch 之託1mbr代ecαriminelle du 2刀2j山Ul凶n1ω994， Gaz. Pal.， 9-11 oct. 1994， p.1; :v1.-L. Rassat， 

note -Affaire du s乱ngcontamine. Nouvelle etape， j.CP.， 1994， 2， 22310; A， Pro-

thais， note sous l' arrとtde la Chambre criminelle du 22 juin 1994， D.， 1ヲ95，p.85; J. 

Pradel， note， D.， 1ヲヲ5，p.41等がある。なお，未遂・前掲 fフランスにおけるエイズ

ウイルスの感染と刑事資任一一 (Sangcontamine>事件判決守中心lこ一一J240頁

以下参照c

5) Cass. crim.， 18 juin 2003， B.C， 2003， nO 127; D.， 2005 jur. 195， no犯人.Prothais; 

D.， 2005， jur. 1620， note D. Rebut; D.， 2005， somm. 2751， obs. S. Miratヲail;R.S.C， 

2003， 781， ohs. Y. Mayaud; j.CP.， G 2003， 11， 10121， note M“L. Rassat; V. ivlalabat 

et J.-Ch. Saint-Pau， Le droit penal general malade du sang contamine， j.CP.， fevri冊

εr， 2004， p.4; J. Pradel， note D.， 1005， p.141 

6) 一部の被告人に対して過失致死罪の成否が関われたが， HIV感染と死亡との淘果

関係の明確な証明ができないことを漂白に成立が否定された。詳細については， A. 

Prothais， La tentation pour le juge de refaire la loi penale， inル1elmzgesdedies a Ber-

Ilard BOllloc， Les droits et le Droit， Dalloz， 2007， p.912 'a:'参照。

ア) 大塚f二{邑繍 5大コンメンターノレ刑法〔第 2版)第 10巻〔金築誠志J.!(資材L誉院・

2006) 267頁。

8) ベルギー刑法397条は，使潟または投与の如何を関わず，多かれ少なかれ迅速に

死を?惹起しうる物質を用いて犯された殺人と規定されている o Les codes La Charte 

3A. DroIt pell日/， ed.， 2011-12， p. 98を参照。

9) 求道康之[フランス刑法における主義殺界規定{こ隠する一考祭J法学政治学論究

(1993) 18号161:l'[以下参照号

10) Prothais， La tentation pour le juge de refaire la loi penale prec.， p.913.な払毒殺

苦手の古主主主{こ関する状況については， H. Angevin， Atteintes volontaires a la vie. Meur-

tre， Empoisonnement， juris-classeur pell日/， Art. 221-1 a 221-5，2007， n')$ 97 et s. 'a:'参

照。

11) 例えば， Ph. Conte， Droit penal specia/， 2e ed.， 1ぷec，2005， pp. 13 et s 

12) Amendement nO 302， Code penal. art. 222-18， adopte par le Senat， 24 avr. 1ヲ91;

、円円、!.cns.sante.台.Voir avis， 25 juin et 29 oct. 1991 

13) Colmar， 4 janvier 2005， D.， 2005， jur. 106ヲ， note八.Paulin. 

14) Cass. crim.， 10 janvier 2006， B.C.， 2006， n" 11， p. 37; D.， 2006， IR. 323 et pan. 

1653， obs. S. Mirabail; R.S.c.， 2006， 321， obs. Y. Mayaud; B. Chapleau， La penalisa-
tion de la transmission du virus de l'immunode自ciencεhumainepar voie sexuellふ

Dr. pell日/， nO 10， 2006， pp. 5 et s 

15) 1¥'1. Benillouche， Les incertitudes juridiques entourant la contamination volontaire 

54 



日IV感染そめぐる刑法上の諮問題 フランスの議論を素材として

par le VIH， A.]. Penal， 2012， p.388.その{也，事件については，Le F念日ro2011年 10

汚28日の記事，，'¥iollvelle ObservaoIre 2011年10月31日の記事，AtlantIco 2011年

11 FI 16自の記響を参照c

II 性的行為による意図的な HIV感染と刑事責任

1.毒殺罪または人の身体の完全性を
る物質の投与罪の成否

HIVを性的行為により意関的に感染させた行為について刑事責任を開う

べきかという開題に対しでは，見解が対立してきた。

性的行為による HIV感染が司法の場に訴えられることはあったが，被告

人の死亡などによって公訴棄却となるなどの事清で最終段階にたどり着くも

のは多くはない状況にあった。 HIVに感染し治療をしていた被告人が，そ

の事実を隠して，妻に予防措寵を?とらない性交渉を求めた結果，妻が感染し

た事案について，エクス・アン・プロパンス控訴院は毒殺罪を適用すべきであ

るとして重罪践に事件そ送致したが，投与した物質が死を惹認しうると認識

しているだけでは殺意が認められないとして，控訴読の判決を破棄した

1998年 7丹2日の破鼓院判決16)がある c また，別件で，被告人は血液検査

の結果をごまかし日IVに感染していないと信じ込ませて妻と予防措震をと

らない性交渉をした結果，妻(こ HIVを感染させた事案について，人の身体

の完全性を害する物賓の投与罪を適用したノレーアン大審裁判所 1999年 9月

22日判決li)が存在する軽度である。このような状況で，行為者が，自らが

HIV感染者であることを癒して，予防搭震をとらずに性的関係をもつこと

によって， HIV (こ感染していることを知らない 2人の女性に HIVを感染さ

せた行為について，人の身体の完全性ぞ筈する物質の投与努(刑法222ω15

条)の適用を認めた破設院 2006年 l月10日判決が大いに注目される結采と

なった。さらに，破設院 2010年 10月5日判決18)では， HIVに感染してい

る被告人が，委に自分の鑓康状態、を故意に隠しながら予防措置をとらない性
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交渉合数か月続けたため，妻に HIV~感染させたという事案について，

HIVに感染させることは永続的な身体障害に該当し，被告人の行為は全て

の要件を充足するとして，人の身体の完全性を害する物質の投与罪の成立を

認めた。

破鼓院は 2003年判決で毒殺罪の故意には殺意が必要であるとの見解を明

確に示しており， HIVの性的感染の事案において，殺意が認められない以

上，毒殺罪を適用することはできないことになるが，人の身体の完全性伝害

する物笠の投与採の成立を?認めたいくつかの般殻院判決を受けて，その後，

下級審でも，健康に有害な物質の投与罪の適用がなされた事案も散見される

ようになっており，パリ重罪院2011年判決もこの流れに沿うものであった。

人の身体の完全性を害する物質の投与界(刑法222ω15条)は，人の物理的

または構神的な完全性を害する有害な物質を投与する行為を処罰する。フラ

ンスの判例では，人の健康に有害な物質には，放射線物質も含まれるとする

ものもあり， HIVのような感染性のワイルスはこれに該当することは明ら

かである問。また，投与の方法についても痕定はないので，性的行為によ

りHIVを感染させれば投与したことになるのは明確である。賠題は，故意

が認定できるかである。人の健康を害する物質の投与罪は故意抱であるの

で，故意が認定されるためには，自分が投与した物質が人の物理的または心

理的な完全性を害する物質であることを?認識していること，被害者にその物

質を投与する意思が必要である。被告人が， HIVに感染していることを認

識しつつ予防措霞をとらずに被害者と性的行為を行う場合には，予防措置を

とらずに性的行為をすればHIVを感染させるかもしれないという認識をも

つことは可能であり，あえて予防措置をとらずに性的行為をすることは被害

者にHIVを感染させる意思があると認定できる。したがって，故意は認め

られる。そのような状況で，予訪措置をとらずに性交渉をすることは，被害

者の物理的な完全性を害する物質である HIVを投与することに該当し，人

の身体の完全性を害する物貿の投与罪の適用は可能である20)。

それでは， HIVの性的感染事業において，毒殺罪の適用は可能であろう
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か。毒殺罪が成立するためには，人の死を惹起する可能性のある物費を投与

する行為が必要で、あるが， HIVが人の死を惹起する可能性のある物質と判

断できるか，さらに，毒殺望書の成立に必要な故意とは何か，の検討が必要で

あるむ近年エイズに関する研究が進み治療の効果が上がっているとはいえ，

エイズはまだ完治できる治療が確立されていない感染性の病気であり，日IV

に感染すれば死の結果発生の危験性は否定できないことから，死去?惹起する

可能性のある物費であると認定することは十分可能であろう 21)0 問題は，

毒殺努の故意であるが， これまでの厳塁走設の見解に従えば，毒殺罪の成立に

は人を殺害する意思が必要で、ある。開題となった事例では，被告人は相手の

女性に対して HIVに感染していることを告知していないうえにコンドーム

の装着などの予防措寵をとらずに性的な関需をもっていた，これまでにも無

防備な性的関係を数多くの女性と有していた，等の事実が認められる。この

ようなケースでは，被告人には被害者にHIVを感染させるという認識は認

められでも， HIVを感染させて被害者の死を予見し認容すると認めること

は難しいのではなかろうか。ただ，そもそも，毒殺罪は通常の殺人罪の構成

要件とは異なり，死の結果発生が構成要件要素として求められておらず，死

を?惹起しうる毒物等が投与されることで抱罪は完成することから，理論的に

は，死を惹起する可能性のある物質であることそ認識しつつ，それそ投与

し， HIVを感染させれば，毒殺罪は既遂に達したと評価できるはずであ

る。主義殺努は毒物等を汚いた殺人未遂行為な既遂として規定する犯罪類型で

あることから，死を惹起する毒物等であることを認、識しそれを投与するとい

う認識があれば，被害者の死の結果発生を認識・認容することまでは必ずし

も必要ないとすることは理論的には合理的な解釈であろう。

ただ，毒殺~を肯定する解釈については次のような批判ぞ加えることが可

能であろう。毒殺努肯定説を?とれば，人を死に致す可能性がある物質である

ことを認識しながら，人を殺害する意思はないという状況を認めることにな

るが，果たしてこのような心理状態が存在しうるのであろうか。そもそも

殺採は死を惹起しうる毒物等を投与・使用することによる生命に対する
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行為 (attenter主lavie)を処罰しているのであって，死亡結果の発生は犯罪成

立要件とはされていない。フランスでは毒殺罪は危害犯 (attentat)であると

いわれるが，毒殺罪は被害者の死亡結果に関係なく毒物が投与・能用されれ

ば既遂に達するのであるから形式犯でもある， という環解は必ずしも正確で

はないと思われる。毒殺罪は，死亡結果全惹起させる物質を用いた人の生命

に対する侵害行為を処罰しているのであるから，被害者に死の結果を生じさ

せる危険性がなければ既遂にはならないはずであり，この点から，一撞の危

険犯であるということがいえるであろう。例えば， HIV感染者がワイノレス

を感染させる意留で非感染者と性的関係をもったが，被害者はワイルスに感

染しなかった場合，毒殺罪肯定説の立場からは，毒殺罪の既遂ではなく，未

遂が成立することになる。しかし， この場合に既遂ではなく未遂が成立する

と解釈するには，そもそも毒物の投与行為がなかったと判断しなければなら

ないことになる。なぜなら， HIV感染者が予防手段を?とらずに性的簡保を

もった行為は死を惹起する可能性のある物繋 (HIV) ~被害者に投与する行

為であり，この時点で毒殺罪は本来であれば既遂に達することになるはずで

あるが，未遂しか成立しないと解釈するには，事後的にはHIVを感染させ

なかったのであるから，毒物が投与されてはいないことになるからであろ

うc しかし，この解釈には無理があるように思われる。毒殺罪は生命に対す

る投書行為念処罰するのであって，生命に対する侵害の危険がなければ，危

険結果は生じていないので既遂には至らないが，行為時には死を惹起する危

検性のあると思われる物貿を投与ーしたのであるから実行行為は存在すると解

釈するのが妥当であろう。このように考えれば，死の結果発生の危険の認識

がなければ，毒殺罪の故意は認められないと考えるのが合理的で、あると思わ

れる。とすれば，具体的に人を殺害するという意思が認められない場合で

も，人を殺害する危検性のある物震であることを認識しつつ，それを用いる

ことにより人の死の結果が生じる可能性を認識し意欲していないときには毒

殺罪の故意は認められないと考えるべきである。とすれば，人の死を確定的

に認識・認容する必要はないが，死の結果発生を少なくとも未必的に認識・
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認容しなければ，毒殺罪の故意は認められないと考えるべきである。肯定説

がこのような意味で毒殺罪の故意を捉えているのであれば，解釈論としては

妥当で、あると考えられる。

毒殺界規定診もつベルギーにおいても， HIV i:'故意に感染させる行為に

毒殺界が成立するかが問題になったが，プランスと同様，判例j実務において

は，毒殺罪は適用されず，殺意をもたずに，死守惹起しうる物質または苑を

もたらす危険はないが著しく健康を損ないうる物質を投与することにより，

疾病または労働不能をもたらす行為全処罰する刑法402条(人の健康を筈する

物質の投与弊)が適用された22)。故意による日IVの感染の問題は 2004年にベ

ルギー盟会で、も議論され，当時の司法大置は，毒殺罪の遥用について， HIV 

感染は必ずしも致死守もたらすわけではなし苑の結果も却時に発生するわ

けではないことから，主義殺罪は適用できず，刑法402条(人の健康守害する物

質の投与界)が適用可能であると答弁している23)。ベルギーでも，フランス

と同様，毒殺界の適用には裁判所，司法省いずれも慎重であると判断するこ

とができる c

1990年代初めから，国家エイズ評議会 (Conseilnational du sida)は，エイ

ズ感染の予防という見地から，性的接触による日IV感染については，パー

トナーがお互いに怠険性とその帰結を共有しあうべきであり，性的関係な

もった擦のHIV感染に関する司法手続においても責任の分拐を考惑に入れ

る必要があるという見解をとっていた。国家エイズ評議会は，破車交焼却06

年 1月10B判決を受けて， 2006年4fi 27日に， HIVの性的感染を処罰す

ることに対する(反対)意見を採択し公表している24)。この意見では，破鼓

読がある撞の性的感染行為を処罰したことは認めながらも，基本的には，刑

事法が介入することについては批判的な立場を維持している。 HIV感染者

はHIVi:'感染させないようにする責任があり，それ以外の者は自らが感染

しないように予防措罷をとる責任があるというこ重の責任の露間を提示して

いる。国家エイズ評議会の意見から控測できることは， HIVの性的感染の

問題については，刑法の介入はできるだけ避け，自分の身は自分で守りなさ

5世



い， というのが従来のプランス政府の公的な立場であるということもできる

のではないかと考えられるお)。

以上の検討から，毒殺罪の適用は理論的には可能であることが明らかに

なったが，実務的な処理としては， HIVを感染させる行為については，人

の身体の完全性を害する物賓の投与罪を認めるにとどまり，毒殺罪の適用は

認めなかった。毒殺第の適用については，就に説明したように，殺意の認定

ができないことが最大の理由であると考えられる。フランスでも起訴便宜主

義が採られているので，重罪に該当しうる事件を軽罪として扱い訴追するこ

と(いわゆる軽発化)は手続的には可能である。ただ，問題となった事例で、

は，前述したように，不特定多数のパートナーとの聞で乱れた性的関係が

あったという事実関採が認められたために刑事責任が肯定されたが，日IV

感染公知らない特定のパートナーとの間での予防揖震をとらない性的行為に

よる HIV感染の場合にも人の身体の完全性を害する物震の投与罪の成立が

認められるかについては， 2006年被援院判決からだけでは明確ではないが

理論的には成立の可能性はあると考えられていたところ， 2010年破鼓院判

決， 2011年パリ重罪院判決はこれをケ肯定したことから，判例実務において

は，相手方が HIVに感染していることを知らない特定のパートナーとの障

での予防措霞を?とらない性的行為によって HIVを感染させた行為について

も，人の身体の完全性を害する物賓の投与罪が成立することが明らかにされ

?こ。

学説では，通常のパートナーとの関で予防措置をとらない性的行為により

HIVを感染させる場合には，刑事責任営問えないという見解も有力であ

り，刑事責任そ否定する場合には，パートナ一間の共問責{壬や責任分配(分

割)の概念を援用したり，自ら愈検に身をさらしたという自己答糞性の観念

を用いたりすることが多い26)。これに対して，プロテのように，通常のパー

トナーとの関部でも毒殺鍔の適用は可能で、あるとする見解も存在する 2i)。

あるいは， HIVに感染したために世の中をうらみ，手当たり次第，性的交
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渉をもつことで， HIV感染者であることを知らない相手にHIVを感染させ

るような場合は， HIVが死を惹起する危険な物質であるという認識があ

り，それを性的行為により投与し感染させるという意欲もあることから，

殺葬の成立は可能で、あるが，通常のパートナー簡でHIV感染者であること

をナ知らせないで性的行為に及んだ場合は，死を惹起する危険な物質であると

いう認識はあっても，それを投与し感染させるという意欲に欠けるとして，

区別する見解も主張されている加。なお，学説においては， HIVに感染し

ていることを穏して，予訪措置をとらない性的行為による HIV感染につい

ては，不意打ち (Sl叩 rise)による強姦行為に該当するとして強姦鍔(刑法222-

23条)を適用するのが最も適切であるとの見解も非常に少数ながら主張され

ている到。しかし，解釈論としては，強姦弊の適用を考える以前に，まず

毒殺罪または人の身体の完全性を害する物衰の投与罪の適用公考えるべきで

あろう。

血友病患者に対する HIV感染の問題が提起されたことを契機として，

殺害は削除されずに現行刑法典にも残されることになったが，破設院をはじ

めとしてフランスの裁判所は毒殺罪の適用にはかなり模震であるように思わ

れる。特にくSangcontamine)事件判決では，政治家，官僚の刑事責任が関

われたことから，裁判所の判断に少なからず政治的な影響があったという

矯も無援できず，判例の毒殺努の解釈にはかなりの無理があるという批判に

は合理性がある。毒説発の成立を認めない裁判所の解釈は刑罰法規の厳格な

解釈というよりはむしろ，制限解釈にすぎないとの批判も十分説得力がある

のではないかと思われる。

HIV感染の刑法的な評舗についても，特に性的行為による場合の取り扱

いについては慎重な検討が必要であろうが，プランス刑法の規定の解釈とし

ては，主筆説罪の適用は，解釈論上，無理なく認められると考えられるし，

殺界を適用するという解釈が刑法の厳格解釈に皮し，禁止される類捲解釈に

該当するということはいえないように思われる。 HIV感染については，そ
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れが薬害の問題として提起され，政治家や官僚を巻き込んだスキャン夕、/レと

してフランス社会に大きな影響ぞ与えたことで，裁判所が毒説罪の解釈につ

いてはかなり制限的な解釈を行ったのではないかと思われるが，最近になっ

て，破鼓読は，性的行為による HIV感染の事案で，毒殺罪ではなく人の身

体の完全性を害する物質の投与罪という一種の傷害罪の適用を認めるに至っ

た。フランスの判例実務は，毒殺罪の適用には驚くほど慎重な態度を示して

いるが，そもそも刑法改正の際に溌止される予定であった毒殺罪の規定が，

薬害による HIV感染の問題が提起される過程で従来の危害犯あるいは形式

抱としての性質を変えることなく維持されたことから考えると，何故，毒殺

罪の適用について不自然とも思われる解釈がとられるのか理解しがたいとこ

ろがある。結果の重大性にとらわれて刑法を解釈適用することがあってはな

らないことは当然で、あるが，刑罰法規の解釈として文理解釈からも，目的論

的解釈からも可能な解釈であるとすれば，そのような解釈適用を行うこと

は，罪刑法定主義に反するものではない。 HIV感染について可器性を

する解釈をとることは，フランス荊法の解釈議としては，刑法の厳格解釈に

照らしでも，十分認められるように思われる。

2. わが国における対応 傷害罪の成否

2005年 10月に元老院が公表した性的接触による HIV感染の刑法上の処

理に関する比較法的研究では， HIV感染念特加法で規定している諸国(デ

ンマーク等)，②感染性の病気の蔓延に関する刑罰法規ぞ適用する諸国(オー

ストリア，スイス等)，③璃法のー披規定を適用する諸国(ドイツ，スクェーデン，

オランダ，ベルギー，イタリア等)に区別することができる30)。

わが国では， HIV感染者が感染していることを相手に知らせずにまた予

防措置もとらずに故意に性的接触等を媒介として他者に対して HIVを感染

させた場合，部法的にはどのように評価するのが妥当であろうか。この点に

ついては，わが閣では議論が十分にされているとはいえない状況にあるが，

62 



日IV感染をめぐる刑法上の諸問題一フランスの議論そ素材として

斉藤誠二博士は， ドイツの議論を参考に，わが圏で、も， r号エイズワイノレス

に感染している者がその事清をしらされていないパートナーと予防(搭龍)を

しないで性的な行為をしてそのパートナーにエイズワイノレスを感染させた場

合は傷害となるとする考え(傷容説)，争エイズタイノレスに感染している者

がその事i寄をしらされていないパートナーと予防(措置)をしないで性的な行

為をしてそのパートナーにエイズタイルスを感染させた場合には殺人の未遂

となるとする考え(殺人の未遂説)，争エイズワイノレスに感染している者がそ

の事清をしらされていないパートナーと予訪(措寵)合しないで性的な行為を

してそのパートナーにエイズワイノレスそ感染させたとしても，それは犯罪と

はならないとする考え(犯弊不成立説けの三説が考えられると指捕されてい

る31)。最高裁昭和 27年6月6B判決は，急性淋嬬f生成主義炎に擢患、している

ことを認識しながら女性の性器外陰部に陰茎を押し当てて被害者に淋病を感

染させた事案について，蕗害罪は他人の身体の生理的機能を皇室損するもので

ある以上， その手段を関わず，暴行によらずに病主撃を能人に感染させる場合

にも成立するとして，寵害罪の成立を認めていることから32)，性的特為の

椙手方がHIVに感染すれば，生理的機能の障害ないし龍康状態の不良な変

更を認めることができるし，身体の完全性の殻損も肯定できることから，議

書の概念についていかなる立場に立つでも，傷害罪の成立を認めることは可

能と思われる 33)。楊害罪を認める見解に対しては，性的符為により HIVが

感染する可能性がかなり低いということを指摘して，このような場合には傷

害の故意ぞ認定することは難しいのではないかという批判M，あるいは，

傷害の故意が認められるというのであれば，感染すれば死に室る可能性を認

識していることになり，むしろ殺意を認定できるのではないかという批判も

可能で、あろう 35)。また，棺手が予訪措霞を?とらずに性的行為を行うことは

自分の責任で自分を危換にさらすことであるから，刑事制裁をもって臨む必

要はないという見解も主張されるが36)，特定のパートナーとの閣だけでは

なく，プランスで開題となったように，不特定多数の人と HIV感染守秘し

て性的関係をもち続けたような場合を，予防措置をとらなかったのであるか
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ら自分で自分を危険にさらしているとして不可罰とすることには疑問がある

ので，性的行為の相手方が HIVに感染した場合には，少なくとも傷害罪の

成立を肯定すべきではなかろうか。殺意の認定が可能で、あれば，理論的lこは

殺人未遂罪の成立も十分可能であると思われる。

確かに，性的な関係による HIV感染の場合に，刑事的な制裁を加えて処

罰することが妥当かという疑問は額轄に{践する3i)。一般的に，予防措龍を

とらずに性的な行為念行うことは，自分の責任で自分を危険にさらすことに

他ならない， HIV感染者がパートナーと性的な行為なすることはパート

ナーが自分で自分の身営危検にさらすことに手ぞ貸しただけであるという考

え方38)もとりうるであろう。したがって，自分の身は自分で守るべきであ

るから刑法的に処罰する必要はないと考えることも十分可能であろう 3針。

ただ，そうだからといって，感染症予防対策としては，自分の身は自分で守

れと突き放すことが解決策として妥当であるとは思えない。また，刑事政策

的には， HIV感染者を処罰するのではなく， HIV感染者に対して，配偶者

やパートナーと予訪措寵をとって性的行為ぞ行うように啓蒙を図ることも

要であるとJ思われる。しかしながら，やはり，このような場合にも傷害罪な

どの刑事制裁をもって臨むべきであると考える。相手がHIV感染者である

ことを知らないまま予防措震をとらずに性的な関係をもった者を保護の対象

とはしないことは，やはり妥当であるとは考えられないからである。 HIV

感染者であることを知りながら，予訪播置をとらずに性的関係をもった場合

とは根本的に異なると考えるべきである。

なお，性的行為によって HIVを感染させること自体が有形カの行使であ

るとすれば，少なくとも暴行の故意は認定できるのであるから， HIV感染

が認められるのであれば傷害罪の成立を肯定することは可能であろう。 HIV

に感染しなかった場合でも， HIVそ感染させる行為を有形力の行使と解す

れば，暴行罪の成立を肯定することは可能である40)。告分が HIV感染者で

あることを秘して性的行為を行ったが，相手方が HIVに感染しなかった場

合，暴行によらない傷害と解する見解に立てば，暴行罪は成立しないと解す
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ることになる4l)。ただ， HIVのようなクイノレスや病原菌の感染は，発病前

でも，健康状態の不良変更という意味で4葛害にあたると解する余地があると

の見解剖，あるいは，細麗や原虫ないし微小生物をはじめとする異物(人工

物)の体内への侵入・滞留に関しては，生理的機能欝筈を起こさないもの，

あるいは，起こしていないものであっても，それによる心理的な悪影響を含

めて，身体完全性を使害するものとして傷害罪で補足すべきであるとする見

解剖に従えば，嬬毒の感染を暴行によらない傷害と解するか否かにかかわ

らず， HIV感染者が性的行為により HIVを感染させようとしたが相手方が

感染しなかった場合にも髄害罪の成立を肯定することは可能であろう。

3. その J能の問題

日IVの故意による感染を邪法上処罰するとしても，刑罰の選択，量刑判

断として，単に懲役刑等の自由刑を?科すことが妥当かという観点からの議論

も存在する。

人の健康に有害な物質の投与罪の法定剤は蕗害罪関連 (222-I条から 222-

14-1条)の法定剤に従って決定されることになっているため，日IVぞ感染さ

せたにとどまる場合には，軽罪刑としての 10年以下の拘禁別に処せられる

ことになる制。加重事由がない場合には，人の纏療に有害な物質の投与界

は較第ということになるので，軽葬裁判所で審理され，重罪院は管轄権をも

たないことになる。 2011年の事件では，被害者が記鍔者であり予諜が認め

られるとして加重事由 (222-10条9号)が適用され，重罪事件として処理され

た紛。フランスでは，重罪事件に該当する事薬でも軽罪化することによっ

て，階審員の関与しない軽罪事件として処理することが可能である。 2011

年判決以前は，同様の事案は全て軽罪事件として処理されていたが，自分が

HIVに感染していることを認識しながら，それを相手方に知らせず，予防

搭寵を?とることなく性交渉した結果，相手方にHIVを感染させたという

{牛色相手方が 15歳未満の米成年者かどうか，相手方が配偶者かそうでな
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いか，予謀が認められるか苔かなどの 222-10条が定める加重事自の有無に

よって，重罪事件として扱わないというのは問題があるのではないかという

指摘もある46)。

総かに，事件を重罪として処理するか，軽罪として処理するかについて

は，予審判事や検察宮の裁量にゆだねられていることは事実であるとして

も， HIVの故意による感染行為を軽罪として処理することの妥当性が間わ

れることになろう。

また，行刑法上の読点、からは，自由刑合科して刑事施設に収容するだけで

は， HIV感染者への対策としては不十分であるとの指摘がある。 HIV感染

者に対しては，イ也人に HIV営感染させないようにするために，治療措置が

とられるべきではないか。自由刑を選択することは妥当で、あるとしても，さ

らに， HIVの感染が拡大しないように，具体的には，社会内苦言法追跡下に

くことによって， HIV感染者の監視をすることが必要であると思われ

る。ただ，現行法では，暴行・龍害罪については社会内司法追跡を適用する

ことができるのにもかかわらず，人の健康に有害な物質の投与罪 (222-15条)

には社会内可法追掛を言い渡すことができないという点が大きな問題であ

る日。 HIV感染を防止するという観点、からも，自由刑を言い渡すだけでは

なく， HIV感染者が再度，同様の行為ぞ犯さないようにするために，社会

内司法遺跡などの監視措龍を整慌しておく必要がある。

わが盟においては， HIVの故意による感染事例はほとんど見られない状

況にあるが，このような事件が現実に問題となった場合には，矯正行政との

関係で，刑事施設内，釈放後は社会内で感染を訪止するためにどのような対

応が可能かということも想定しておくべきであろう。刑事施設内において

は，刑事収容施設法64条には，感染症予防法上の措置が規定されており，

掲法62条・ 63条により診療等を受診することもできる体制が整えられてい

るので，刑事施設内においては既に一定の対策が講じられているといっても

よいであろう謝。ただ，釈放後については討IVに感染している元収容者に

対して，わが国においては，フランスのように社会内司法追跡等の監損措震
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が整備されていない状況では，フランス以上にとりうる手段に制眼があると

思われる。
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III 監部の守秘義務をめぐる諸問題

1. HIV感染をめぐる底部の守秘義務と

秘密漏示罪の成否

2011年の事案では，底部が被害者に被告人がHIVに感染していることを

告知しなかった点について，感染を避け被害者を保護するためには，医師が
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被害者に被告人が HIVに感染していることを告知すべきではなかったかと

いうことが問題になった。

フランス用法 226-13条は秘密漏示罪を規定し，身分もしくは職業上また

は職務もしくは一時的任務により知り得た人の秘密にかかわる情報をi開示す

る行為を処罰しているm。また，保鰭衛生法 R.4127-4条(医師倫理法4粂)

においても，医師にはその職業上知り得た全ての秘密についての秘密ぞ保持

する義務が諜せられている50)。さらに，保健衛生法L.1110-4条において

も，患者の秘密は法律が例外を定める場合を除いて，原則として保護される

ことが規定されている 51)。秘密溺示罪が適用されない場合は刑法226-14条

に規定されるが，司法，医療または行政の権限機関に，未成年者または年齢

もしくは物理的もしくは精神的な無能力のために自分自身を保護することの

できない者に対する不保護，虐待，性的な侵害または傷害の事実ぞ知って，

これを通知した者(1項)，被害者の向意全得て，職務の遂行にあたり，物理

的または精神的な面において確認し，あらゆる種類の物理的，性的，精神的

な暴力が行われたと推定することができる虐待または不保護を，検察官

知した医師(ただい被害者が，未成年者または年齢もしくは物理的もしく

は前神的な無能力のために自分自身佐保護することのできない者であるとき

には，被害者の同意は不要である)(2頃)，椙談を受けた者または武器を所

持していることもしくは武器令所持したいという意思を表していたことを

知っている者のその者自身または第三者に対する危険性を，県知事またはパ

リでは警察長官に，通知した保健衛生または社会活動に従事する者 (3~員)

については，秘密漏示罪は成立しない52)。

日IV感染者を治療している霞師には，患者が HIV(こ感染しているという

事実は職業上知り得た患者の秘舘であり，その秘密については守諮義務があ

る。したがって， 2011年の事案において，法師が，被告人が日IV感染者で

あるという事実合パートナーに告知しなかったことは守秘義務の点からは問

題のない対応であったということはできるが，陸部が患者の配偶者やノtート

ナーに HIV感染を知らせなかったことで，予防処置を?とらない性的関係に
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よって配偶者やパートナーに HIVを感染させる結果となったことは，危険

にある人ぞ救助しないという不救助罪(7隊法223-6条2演)に該当するのでは

ないかという賠題が生じる。不救助罪は，自らもしくは第三者を危換にさら

すことなし個人的に行動することにより，または，救助を求めることによ

り，危険にさらされている者を救助できたにもかかわらず，故意に救助しな

かった不作為を処罰している問。霞輔が記偶者等に患者が HIV感染者であ

ることを告知しないことにより，配偶者等が予防措壁を?とらずに性交渉~行

うことで，記偶者等は HIV感染の危険にさらされていることになるので，

寵部が記偶者等に告知しないという不作為により，記偶者等は生命・身体に

対する危険にさらされることになる。このように，守秘義務を重視すれば，

をその生命や身体に対する怠険にさらすことになるような場合，刑法

的にどのような解決が可能であろうか。

フランスの現行法上，患者の鰭康状態について霞舗に明らかにすることを

義務づける法令は存在していないので，患部には，患者に対して，患者が自

らその状態を椙手方に知らせるように説得することがまずは求められる。た

だ，患者が医師の度重なる説得に応じようとしない場合には，次に想定され

る対応としては，日IV感染者の治嬢経験が豊富な罷部の意見を求めた後，

壁部は，被害者となる配偶者やパートナ-~保護するために，患者の配偶者

やパートナーに，予防措龍を?とらずに性的行為をすることによって生じる危

換を告知する道義的な義務があることそ患者に知らせることになる。

援部が被害者に患者がHIVに感染している事実を告知すれば，その行為

は秘密鵠示罪に該当することとなる。患者の配能者またはパートナーに患者

の秘密を告知することは，秘密漏示罪の適用除外には該当しない。ただ，器

部が上記の手続を経て，やむを得ず患者のパートナーに患者が HIVに感染

している事実そ告知したときには，医部の行為は緊急避難として違法性が臨

却されるのではないかという詞題が提起されている。プランス刑法 122-7条

は緊急避難を規定し，自己，第三者または財産に対する現在のまたは急迫の

危険に産額した者が，人または財産を保護するために必要な行為そ行うとき
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は，舟いられた手段と脅威の重大住との関に均衡がとれている限りにおい

て，刑事責授を負わない。緊急避難が認められるためには，自己，第三者ま

たは財産に対する現在のまたは怠追の危険があること，人または財産を保護

するために必要な避難行為を行うこと，用いられた避難行為が脅威の重大性

と均衡がとれているという保全される法益と される法益との関の法益の

均衡を充足する必要がある54)0 HIV感染者がその事実を知らせずにパート

ナーと予妨措置を?とらない性的関係をもつことは第三者であるパートナーに

HIVそ感染させるおそれがあり，第三者に対する現在のまたは急迫の危険

があるといえる c 問題は，秘密を溺示する行為が人の法益を保護するために

必要な行為であるか，第三者がHIVに感染しないようにすることによって

保護される法益と HIV感染者の秘密を保護することとの間に法益の均衡が

められるかである。この点については，秘密漏示罪の法定刑は 1年の拘禁

刑及び l万5000ユーロの罰金55)であるのに対して，日IV(こ感染する危険の

ある人を救助しないことにより成立する不救助罪の法定刑は5年の拘禁刑及

び7万5000ユーロの罰金制であることからすれば，秘密濡示罪の保護法益

は，不数助罪の保護法益よりも軽いと判断されることになるので，職業上知

り得た人の秘密を漏示することより，危険にある人を救助することのほうが

より擾先されることになる。このように考えれば，法益の均衡の要件も充足

されることになるであろう。したがって，不教助罪の適用そ毘避するために

は，患者の秘密を鵠示すべきであるということになろう。ただ，この点につ

いては，プランス法で明確にされているわけではない。

フランスでは不救助努という犯罪類型が存在しているため，医師に HIV

感染の被害者となりうる者の法益を保護するために感染の危険にある者を救

助する義務が認められるとした場合，医部の業務上の秘密保持義務と罷師の

救助義務との間に衝突が生じているので，いわゆる義務の衝突の問題として

も検討されうる事案であるとも考えられる。毘蹄が秘密保持義務を遵守する

ために危換にある人を救助すべき義務念果たさなくてもよいのか，あるい
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日IV感染をめぐる刑法上の諸問題一フランスの議論ぞ素材として

は，秘密保持義務を犠牲にしても危段にある入を救助するあるいは犯罪を阻

止する義務が援部にはあるか，この点、についてどのように考えるかが問題に

なる。わが留では， この点については，一般的に，法令行為として，権利行

{吏，義務の履行は適法であると考えられている。具体的には，一方の義務を

履行するために他方の義務ぞ怠る以外に方法がない場合，他方の義務を怠る

ことが刑罰法規に触れるときには違法性が阻却されるかを判断する際には，

衝突する義務のどちらが価値的に優越するのかを判新しなければならない。

より高い価績の義務を履行するために低い儲績の義務ど怠った場合，及び，

価値が全く同等の義務である場合には義務を怠ることは許容され，その違法

性が盟却されると解されている57)。具体的な倒として，監師や弁護士には

秘密保持義務と証言義務とが同時に諜せられる場合が考えられる。法廷で業

務上の秘密事壌に関して証言を求められたときに，刑事訴訟法上，秘密保持

義務を履行するために証言を拒否した場合，その援を申し立てれば正当な理

由による証言掠絶となり処罰されることはないが(刑訴法 161条 l項)，

義務を履行するために，業務上の秘密について証蓄する場合，秘密議示罪の

構成要件に該当するが違法性が臨却されるかが問題とされてきた。大審撰昭

和5年 2丹7日判決は，弁護人には被告人そ訪衛するべき刑事訴訟法上の職

があるから，これを果たすにあたって，たとえ弁護士として業務上取り

扱ったことについて知り得た人の秘密を掲示する結果になったとしても違法

を臨却するという趣旨の判断をしている刻。証言義務違反は秘舘探持義務

違反と比較して法定刑は抵いが，証人としての証書義務は，弓法における

突発見という全体的な利益に関する義務であるから，砲、舘保持義務よりも髄

髄が高いと判断されたのであろう 5針。先の事関に戻ると，秘密保持義務と

救助義務とを比較した場合，やはり危険な状態にある人を救助する義務のほ

うが，全体的に儒備が高いと判断されるため，違法性が組却されると考えら

れる。
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2. わが国における対応

このような事案がわが国で提起された場合，どのような解決が可能であろ

うか。秘密漏示罪は，医師等の一定の身分にある者またはあった者が正当な

理由がないのに業務上知り得た人の秘密を撮示することによって成立する。

また，感染症の予防及び感染症の患者に対する底療に関する法律(感染症予

防法)73条 l項は，握師が感染症の治療に捺して業務上知り得た人の秘密を

正当な理由なく漏らす行為を処罰している。正当な理由があるとして違法性

が阻却される場合とは，法令に基づき告知義務がある場合，第三者の利益を

保護するための場合，秘密の主体である本人が承諾した場合等を挙げること

ができる60)。患者がHIVに感染しているという秘密を援師が配偶者やパー

トナ一等の第三者に告知する義務は感染症予訪法 12条に定める医師の届出

には該当しないため，配偶者やノtートナ一等の第三者に告知する行為は

法令に基づき告知する場合には該当せず，またHIV感染者が同意している

わけではないのでこれらそ理由として秘密を告知する行為が正当北されるこ

とはない。したがって， HIV患者の配揮者やパートナーが，患者がHIVに

感染していることをナ知らずに予防措謹をとることなく性的行為を行っている

ことを知っている監部が，感染~pJj止するために患者の配偶者やパートナー

に患者がHIV(こ感染しているという事実を告知することが，配偶者やパー

トナーという第三者の利益を保護するという場合に該当するか，あるいは端

的に緊急避難に該当し，患者の秘密を鵠示することが正当fとされるかが問題

となる。

第三者の和益を保護するために秘密を漏示した場合に違法性が組却される

かについては，緊急避難または社会的相当性を基準に違法性担却を認めるべ

きであるとする見解61)，双方の利益を比較考量することで違法性阻却の当

否を考える見解，本葬につき特にイ也の罪より緩やかな違法性観却事由を認め

る理府はなく，利益の大小のみならず，補充性も考慮:に入れるべきであると
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日IV感染をめぐる刑法上の諮問題ープランスの議論を素材として

する見解62)等が主張されている。

垣部には職業上知り得た患者の秘密については守秘義務があるので，まず

は，患者である日IV感染者に対して，記偶者等のパートナーには感染を防

止するような措置をとるべきであると粘り強〈説得することが認められる。

しかし，底師が日IV感染者に対して第三者に感染させないように行動する

よう強〈説得したにもかかわらず， HIV感染者が第三者に感染の事実を告

げずにそ予坊措置をとらない性的関係を続けているような場合，他に方法がな

ければ，軍師が感染の愈検にさらされている第三者に患者がHIVに感染し

ているという秘密伝告知したとしても，援陣の守秘義務違反・秘密漏示行為

は，緊急避難の要件を充足すれば，緊急避難として正当化されると考えてよ

いであろう。感染の危険にさらされている者の生命や身体は， HIV感染者

が涯瞬に寄せた信頼よりはより箆先して保護されるべきであると考えてよい

からである制。

したがって，医師が，患者がHIVに感染しているという事実を患者の配

偶者などのパートナーに告知し，配偶者等がHIVに感染しないように防止

する場合には，患者の秘密な漏示することになり秘密議示罪及び特別法であ

る感染寵予訪法違反の鍔の構成要件には該当するとしても，正当な理由があ

る場合に該当し，違法性が阻まPされると考えることは妥患な結論であろう。
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IV おわりに

フランスでは， HIV感染と刑法ぞめぐってこれまでに様々な観点から議

論がなされてきた。 ドイツやベルギーなど他のヨーロッパ諸国においても，

閉じことがいえる。しかしながら，わが盟においては， HIV感染と刑法を

めぐっては，薬害エイズ事件以外にはほとんど議論がなされてこなかったと

いっても過言ではないであろう。

フランスにおいては， HIV感染と刑事賞授に関して，毒殺努，人の身体

の完全性を害する物質の投与罪等の適用をめぐって議論が活発になされてき

たが，このような規定をもたないわが国で、は，プランスの議論が麗接的には
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HIV感染をめぐる刑法上の諮潟是喜一一フランスの議論'e素材として

参考になることはないともいえる。ただ， HIV感染と刑法については，国

際的には多くの法律問題が議論されるような状況にある。フランスでは，

HIVの性的行為による意臨的な感染事例について，不可罰という結論をと

るのではなく，人の身体の完全性を害する物質の投与罪ぞ適用し剤事制裁を

もって対応している。狂IV感染者への治療はかなり進んできており，治療

を謎続することによって死の危換を?減少させることができるようになってき

ているとはいえ，感染前の健康状態とは全く向ーではないことは明らかであ

る。このようなことを考慮して， HIVの性的行為による意間的な感染を不

可罰とする見解は実務では支持ちれていない。フランスでは HIV感染対策

は非常に重要な課題として取り組むべきであるとの認識が政府と国民によっ

て共有されており，性的行為というかなりプライベートな場酉においても，

一定の場合には刑法が介入すべきであるという姿勢が示されているといって

よいであろうし，妥当な解決策であると盟、われる。

わが留においても， HIV感染者が減少せず，かなりの感染者が存荘して

いる以上，日IVの故意による感染の事案が今後提起されることも想定して

おかなければならない。そのような観点から， HIV感染と刑事責任をめぐ

るフランスの議論から学ぶものは少なくないと考える。
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